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 共同企業体による申請の場合
共同企業体を構成する代表者は、下記ａ）
及びｂ）の実績を有し、共同企業体を構成
する代表者以外の構成員は、ａ）の実績を
有すること。
同種工事 （成績評定があるものについ
ては、65点以上のものとする。）
ａ）既設の道路橋において支承取替又は水
平力分担(支承補完・変位制限)構造を施
工した工事
ｂ）高速道路又は高速道路以外の自動車専
用道路において車線規制（全面通行止め
は除く。）を実施した工事
なお、ａ）及びｂ）の施工実績を、同
一の工事において有する必要はない。

 競争参加資格確認申請書及び競争参加資格
確認資料の提出期限の日から開札の時までの
期間に、「工事請負契約に係る指名停止等に関
する達」(本四会社達平成17年第48号)に基づ
き、「地域２(岡山県、香川県)のうち岡山県」
において、指名停止を受けていないこと。
 技術提案が適正であること。
 本工事に係る設計業務等の受注者又は当該
受注者と資本若しくは人事面において関連が
ある建設業者でないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 共同企業体の結成は、次によること。
 構成員の数は、２又は３社とする。
 本工事に対応する建設業法の許可業種に
つき、許可を有しての営業年数が５年以上
あること。ただし、相当の施工実績を有し、
確実かつ円滑な共同施工が確保できると認
められる場合においては、許可を有しての
営業年数が５年未満であっても、これを同
等として取扱うことがある。
 構成員の出資比率は、全ての構成員が、
均等割の10分の６以上の出資比率であるこ
と。
 代表者の出資比率は、構成員中最大であ
ること。
 結成方式は、甲型とする。
 １の工事について、同一会社が２以上の
共同企業体の構成員となることはできない
ものとする。

 特定建設工事共同企業体結成届（以下「結
成届」という。）を、４の競争参加資格確
認申請書に添付して提出すること。なお、
支店長等代理人の名義で提出する場合は、
委任状を提出すること。

 技術提案の採否 技術提案の採否について
は、競争参加資格確認結果の通知に併せて通
知する。
なお、競争参加資格確認結果の通知におい
て、技術提案による競争参加資格を認められ
た者は、当該提案に基づく入札を行い、技術
提案による競争参加資格を認められなかった
者は、標準案に基づく入札を行うことを条件
とし、これに違反した入札は無効とする。

３ 総合評価に関する事項
 総合評価落札方式の仕組み
総合評価落札方式は、技術提案の評価結果
に応じて付与する技術評価点と入札価格を基
に以下に示す価格評価式により求める価格評
価点を合算した評価値を算出し、落札予定者
を決定する加算方式とする。
その概要を以下に示すが、具体的な評価項
目、評価基準及び入札時の評価に関する基準
については、技術資料作成要領による。
 評価項目及び評価基準
１）技術評価点の最高点を32点とする。
なお、次の場合、次の付加点を付与する
ものとする。
イ）技術評価点１位の者が２者以上の場合
技術提案または施工計画の評価結果及び
質的内容に着目の上で優劣を判断し、最
も優位な１者に対し05点
ロ）技術評価点１位の者と２位の者との差
が05点未満の場合 １位の者に対し２
位の者との技術評価点の差が05点とな
る点数

２）技術評価点は、あらかじめ定めた技術評
価基準に基づいて、次の評価項目ごとに評
価して得られた数値を合算することにより
算出する。
イ）企業の高度な技術力
 性能・強度等
・既設構造物へのアンカー削孔精度及
び鉄筋切断防止に関する具体的な品
質確保対策
・支承補強に関する具体的な精度確保
対策

 社会的要請
・菰池高架橋についての工事中の現場
周辺への騒音・振動・粉塵に対する
具体的な環境対策

 施工計画
・菰池高架橋についての鋼製ブラケッ
ト等の重量物取り付けにおける具体
的な安全対策
・支承撤去・取替(ジャッキアップ)時
に本体構造及び本線交通への影響を
抑えるための具体的な方法及び施工
の安全対策

ロ）企業の信頼性・社会性
 施工体制
・ＣＣＵＳ（建設キャリアアップシス
テム）の活用

 社会貢献度
・カーボンニュートラルの取組み ４ 入札手続等

 担当部署 〒7620025 香川県坂出市川津
町下川津4388１ 本州四国連絡高速道路株
式会社 坂出管理センター 総務課 電話
0877455511
(E‑mail)keiyaku-sakaide@jb-honshi.co.jp
 設計図書等の入手方法 設計図書等(技術
資料作成要領、入札公告の写し、契約書案、
入札及び見積り手引き、入札及び見積り手引
き補足事項、電子入札運用基準、図面、仕様
書、単価表、割掛対象表及び契約事項説明書
を含む。以下同じ。)は、入札情報公開サービ
スの発注図書ファイルをそれぞれダウンロー
ドして取得すること。ただし、やむを得ない
事由により、上記交付方法による取得ができ
ない入札参加者に対しては、本四会社が指定
する方法により無料で交付するので、４の
担当部署へその旨を申し出ること。なお、交
付期間は、入札公告の日から令和８年６月26
日(金)までの土曜日、日曜日及び祝日を除く
毎日６時00分から23時00分までとする。
※ 発注情報閲覧 案件パスワード：

KS20260001(半角英数字)
（注）本工事は、設計図書等を分割して掲
載している。設計図書等の入手を希望する
者は、全案件の発注図書ファイルをそれぞ
れダウンロードして取得すること。

 評価及び落札者の決定方法 評価値は加算
方式により算出することとし、技術評価点と
以下に示す価格評価式により求める価格評価
点を合算した評価値の最も高い者を落札者と
なるべき者とする。
【価格評価式】
Ｘ≧ＸＯの場合 Ｙ＝－((Ｘ－ＸＯ)２／

(２×(100－ＸＯ)))＋
100

ＸＯ＞Ｘの場合 Ｙ＝０
この式において、Ｘ、ＸＯ及びＹは、それ
ぞれ次の値を表すものとする。
Ｘ 入札率＝入札価格(税抜き)／予定
価格(税抜き)×100
ＸＯ 価格評価基準額(税抜き)／予定
価格(税抜き)×100
Ｙ 価格評価点
価格評価基準額は、価格評価点を算定する
ための基準額であり、調査基準価格と同額
とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格
によっては、その者により当該契約の内容
に適合した履行がなされないおそれがある
と認められるとき、又はその者と契約を締
結することが、公正な取引の秩序を乱すこ
ととなるおそれがあって、著しく不適当で
あると認められるときは、予定価格の制限

の範囲内で発注者の決める最低限の要求要
件を全て満たして入札した他の者のうち、
評価値が最も高い者を落札者とすることが
ある。
なお、落札者となるべき条件については、
次に掲げる要件に該当する者である。
 入札価格が、予定価格の制限範囲内であ
ること。
 技術提案の内容が、発注者の設定してい
る最低限の要求要件を下回らないこと。

 ３において、評価値の最も高い者が２人
以上あるときは、くじ引きにより落札者を決
定する。
 技術提案の履行に関する事項
受注者の責により、入札時の評価内容を満
足できない場合は、その程度により請負工事
成績評点を最大16点減点する。
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